様式第１号（第７条第１項関係）

令和　　年　　月　　日

弘前市長　様

住　所
申請者
氏　名


令和６年度弘前市空き店舗対策事業費補助金交付申請書


令和６年度において実施する空き店舗対策事業について、補助金の交付を受けたいので、弘前市補助金等交付規則第３条の規定により、下記のとおり申請します。

記

１　交付を受けようとする補助金の額

          　                   円


２　補助金の額の算定根拠




３　添付書類
(1) 出店後事業計画書(様式第２号)
(2) 職務経歴書(様式第３号)（個人による申請の場合に限る。)
(3) 会社概要(法人による申請の場合に限る。)
(4) 資金計画書(様式第４号)　
[bookmark: _GoBack](5) 収支計画書（４ヵ年分）(様式第５号)
(6) 収支計画書（月別）(様式第６号）　
(7) 住民票(個人による申請の場合に限る。)
(8) 法人登記事項全部証明書(法人による申請の場合に限る。)
(9) 納税状況を証する書面（納税先が弘前市以外の場合に限る。）
(10)  事業計画書（様式第７号）
(11)  収支予算書（様式第８号）
(12)  誓約書（様式第９号）
(13)  資金計画の自己資金に係る金融機関の残高証明書（提出日の２週間以内のもの）
(14)  資金計画の借入金に係る金融機関の融資証明書
(15)  工事見積書(適正価格を保つため、市内業者（市内に本店を有するものに限る。）３者以上から取得し、その全てを提出すること。)（改修事業に限る。）
(16)  工事図面（改修事業に限る。）
(17)  建物賃貸借契約書（賃貸借期間３年以上）の写し
(18)  連帯保証書（様式第１０号）


４　対象区分（該当するものに○を付けてください。）

　(1) 市が指定する道路に面した１階の空き店舗
　(2) 前号以外の空き店舗


５　健康又は子育て関連の店舗　　該当 ・ 非該当　（いずれかに〇を付けてください。）


６　市税等の滞納　　　有　・　無　（いずれかに〇を付けてください。）

(1) 申請者が個人である場合において、申請内容の審査のために必要があるときは、私の市県民税、固定資産税・都市計画税及び軽自動車税（種別割）並びに賦課されている国民健康保険料、介護保険料及び後期高齢者医療保険料の納付状況を確認することに同意します。
(2) 申請者が法人である場合において、申請内容の審査のために必要があるときは、当法人の法人市民税、固定資産税・都市計画税及び軽自動車税（種別割）の納付状況を確認することに同意します。


氏名　　　　　　　　　　　


　備考
１　申請者が法人の場合、その所在地、名称及び代表者名を記載し、代表者印を押してください。
２　申請者が個人の場合、氏名は自署してください。なお、氏名を記載し、押印することで自署に代えることができます。
３　上記に掲げる添付書類以外の書類の提出を求めることがあります。


担当及び提出先：商工部商工労政課
電話：３５－１１３５
